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ひたちなか市文化会館管理運営業務仕様書 

 

ひたちなか市文化会館（以下「文化会館」という。）の指定管理者が行う業務の内容，そ

の範囲及び履行方法等については，この仕様書に定めるところによる。 

 

１ 運営方針 

文化会館の管理運営にあたっては，ひたちなか市文化会館設置及び管理条例（平成６年

ひたちなか市条例第１４１号。以下「条例」という。）第１条の設置目的である「芸術文

化の振興と市民福祉の増進」を図ることを基本とし，市民の芸術文化活動を支える拠点施

設として，市民の芸術文化活動への支援，優れた芸術文化に関する情報の発信等，市民一

人一人が主役となった芸術文化活動を通じて元気なひたちなか市を創造することを運営方

針とする。 

 

２ 指定期間 

指定期間は，令和８年４月１日から令和１３年３月３１日までの５年間とする。 

 

３ 施設の概要 

文化会館は，昭和５９年１１月に開館して以来，市における芸術文化の振興の拠点とし

て様々な事業を実施し，市の芸術文化振興に寄与してきた施設である。平成１８年度から

指定管理者制度を導入し，効率的な施設運営と経費の削減，利用者の満足度の向上に取組

んでいる。その他施設の概要については，別添の募集要項を参照のこと。 

 

４ 管理運営の基本的事項 

（１）関係法令及び条例等の規定を遵守すること。 

（２）利用者の安全確保に努めること。 

（３）公の施設であることを常に念頭において，施設の利用に関し公平性を確保すること。 

（４）利用者の意見を管理運営に反映させ，利用者の満足度を高めていくこと。 

（５）施設，設備及び備品等の維持管理を適切に行うこと。 

（６）業務に関連して取得した利用者等の個人に関する情報を適切に取扱うこと。 

（７）管理運営業務の全てを委託してはならないこと。 

（８）事業計画書に基づき適正かつ効率的な運営を行い，施設の効用を最大限に発揮するよ

う努めること。 

（９）効率的な施設の管理運営を行い，経費の削減に努めること。 

（１０）地域住民や関係機関との良好な関係を維持すること。 

 

５ 関係法令等の遵守 

文化会館の管理運営に当たっては，本仕様書のほか，次に掲げる法令等を遵守すること。

なお，法令等に改正があった場合は，改正後の内容を遵守するものとする。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）労働関係法令（労働基準法（昭和２２年法律第４９号），労働安全衛生法（昭和４７
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年法律第５７号），最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）等） 

（３）障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号） 

（４）ひたちなか市自立と協働のまちづくり基本条例（平成２２年条例第２号） 

（５）ひたちなか市文化会館設置及び管理条例（平成６年条例第１４１号。以下「条例」と

いう。） 

（６）ひたちなか市個人情報の保護に関す法律施行条例（令和４年条例第２３号） 

（７）ひたちなか市情報公開条例（平成１２年条例第１号） 

（８）ひたちなか市行政手続条例（平成８年条例第１６号） 

（９）ひたちなか市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成１７年条例第

１０号 

（１０）ひたちなか市暴力団排除条例（平成２４年条例第２８号） 

（１１）その他管理運営における各業務上の必要な法令等 

 

６ サービスの向上 

施設を清潔に保つとともに，利用者に対するサービスの向上を図り，利用者の増加に努

めるものとする。また，トラブル，苦情等には，迅速かつ適切に対応し，必要に応じて市

に報告すること。 

 

７ 運営管理体制の整備 

文化会館の管理運営に支障がないよう，必要な体制を整備するとともに，次に掲げる事

項を遵守すること。 

（１）指定管理業務について総括的な責任を持ち，利用者や外部に対して文化会館を代

表する常駐の管理責任者（館長に相当する職）を置くこと。 

（２）指定管理者が業務を行うため，法令等に基づく必要な資格を有する適正な職員を

配置すること。 

（３）各業務における責任体制を確立すること。 

（４）職員の勤務体制は，労働基準法を遵守すること。また，施設の管理運営に支障が

ないようにすること。 

（５）職員の資質を高めるため，研修を実施するとともに，施設の管理運営に必要な知

識と技術の習得及び充実に努めること。 

 

８ 各業務の内容及び基準 

（１）施設等の管理に関する業務 

① 使用の許可等及び利用制限等に関する業務 

令和８年３月３１日以前において，既に現在の指定管理者が使用申請を受け付けた

ものについては，新たな指定管理者に引き継ぐものとする。 

（業務内容） 

・ 条例第７条及び第１０条に基づく使用の許可 

・ 条例第８条に基づく使用の制限 

・ 条例第１３条に基づく特別設備等の設置許可 
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・ 条例第１４条に基づく使用の許可の取消 

  （業務基準） 

・ 開館日，開館時間 

条例第６条の規定によるものとする。 

なお，同条ただし書きにより，指定管理者は，必要があるときは，市長の承認

を得て，開館時間を変更することができる。 

・ 貸出施設等に関する事項 

貸出施設等は，大ホール，小ホール，リハーサル室，展示室，練習室，会議室，

和室，学習室等の条例別表に記載する施設及び附属設備等とする。 

 

② 使用料の徴収に関する業務 

文化会館は，利用料金制を採用しない。このため，文化会館を利用する者が納付す

る使用料（喫茶室・厨房等の光熱水費の徴収も含む）は，市の歳入となる。また，使

用料の徴収又は収納に関する事務は，地方自治法第２４３条の２に基づき，指定管理

者に委託するものとする。 

（業務内容） 

・ 条例第９条に基づく使用料の徴収 

・ 条例第１１条に基づく使用料の還付に関する手続き 

・ その他使用料の収受に関すること 

（業務基準） 

・ 条例，条例施行規則，ひたちなか市財務規則及び指定管理者と締結する協定書に

よるものとする。 

 

  ③ 平等な利用の確保に関する業務 

（業務内容） 

・ 施設等の利用者の平等な利用を確保する。 

（業務基準） 

・ 公の施設として適正な管理運営を行う。 

・ 施設の予約・申込・受付・利用等の手続及び方法について平等性を確保する。 

 

  ④ 利用者の増加を図るための業務 

（業務内容） 

・ 利用者の増加を図る。 

（業務基準） 

・ 利用者の増加を図るために，文化会館及び催事等の広報活動を計画的に実施する。

利用者の増加を図るために，地域，関係機関等との連携を図る。 

 

  ⑤ サービスの向上を図るための業務 

（業務内容） 

・ 利用者に対するサービスの向上を図る。 
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（業務基準） 

・ 施設等の使用に関する指導・助言を行う。 

・ 利用者等の意見・意向を調査し，業務に反映する。 

・ 文化会館の施設を有効活用するための業務を実施する。 

 

⑥ 行政財産の使用許可を受けている団体との事前協議及び管理運営 

当該使用者との事前協議を通して適切な管理運営をするものとする。 

 

（２）施設等の維持管理に関する業務 

施設等の効果的，効率的で適切な維持管理に努めるとともに，必要な修繕や備品の確

保に努めるものとする。なお，業務の実施に際しては，関係法令等に基づき，必要な

官公署の免許，許可，認可等を受けるものとする（業務委託による場合は，再委託先

が関係法令等に基づき必要な免許等を有することを必ず確認すること。）。 

 

  ① 施設・設備関係 

区分 項目 

施設・設備等に関す

る保守管理 

防火対象物定期点検報告（年１回）業務 

 

  ② 舞台関係 

区分 項目 

舞台設備及び関連設

備に関する保守管理 

舞台機構，舞台音響，舞台照明 

映写機類，グランドピアノ 

 

  ③ 備品関係 

区分 項目 

備品の点検管理 舞台関係備品，事務関係備品 

 

  ④ 外構施設管理 

区分 項目 

屋外施設保守管理 植栽全般 

駐車場施設 

 

  ⑤ ＯＡ機器管理 

区分 項目 

受付管理システム保守 保守管理 

 

  ⑥ 修繕 

区分 項目 
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修繕の対応 （２）施設等の維持管理に関する業務のうち②舞台関係及

び③備品関係に関する修繕であり，見積金額が５００万円

（税込）を超えないもの 

 

  ⑦ その他 

区分 項目 

その他施設管理に必要

な保守管理 

施設等全般 

 

 ※ これら業務の区分，項目は例示である。なお，市では，令和８年４月から，公共施設

の維持管理業務を建物管理の専門事業者に一括して委託する「包括管理業務委託」の

導入を予定している。このため，原則として，上記①から⑦に該当しない施設等の維

持管理業務は，包括管理業務委託の受託者が行うこととなる。ただし，最終的な業務

範囲については，詳細協議により決定することから，この指定管理者の公募時点にお

いて包括管理業務に移行する予定の業務であっても，指定管理者の業務として実施す

る場合がある。 

 

（３）文化振興に関する業務 

指定管理者は，貸館事業のほか芸術文化振興事業として，文化会館の設置目的に沿っ

た事業を実施するものとする。 

① 自主事業の企画及び実施 

② 受託事業の実施（幼小中学生芸術文化鑑賞事業） 

③ その他芸術文化振興に必要な事業 

 

９ 事業計画及び業務報告等 

（１）事業計画書の作成 

翌年度の詳細な事業計画書作成にあたっては，市と協議のうえ市が指定する期間 

に提出すること。 

（２）業務報告書の作成 

ア 指定管理者は，各施設の利用状況及び使用料の収入状況等を記載した業務日報を 

作成すること。また，市が指定する期間保管し，市の求めに応じてこれを提出するこ

と。 

イ 指定管理者は，月毎の各施設の利用状況及び使用料の収入状況等について，業務 

報告書を作成し，市が指定する期日までに市に報告すること。 

（３）事業報告決算書の作成 

指定管理者は，会計年度終了後６０日以内に，次に掲げる事項を記載した事業報告決

算書を作成し，市に提出すること。ただし，地方自治法第２４４条の２第１１項の規

定により年度の途中において指定を取り消されたときは，その取り消された日から起

算して３０日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告決算書を作成し，市に提出
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すること。 

① 管理運営業務の実施状況 

② 自主事業の実施状況 

③ 使用料又は利用に係る料金の収入の実績 

④ 指定管理業務に係る収支状況 

⑤ その他市長等が別に定める事項 

 

１０ 非常事態時の対応 

（１）非常事態時の初期対応 

文化会館において，災害，事故又は犯罪等の非常事態の発生が予想されるとき又は発

生したとき（事態が緊急を要する場合においては，利用者の安全確保に関する措置及

び施設等の保全措置を優先して講じた後）は，速やかに消防署又は警察署等へ通報す

るとともに，市に報告し，その指示を受けること。 

（２）災害時における避難所の開設・運営 

文化会館は，市が定める地域防災計画における指定避難所となっていることから，災

害時は市の求めに応じて避難所の開設及び運営に協力すること。 

（３）緊急時対応体制の整備 

非常事態や災害の発生に備え，マニュアル及び緊急連絡網の作成等，緊急時に対応で

きる体制をあらかじめ整備しておくこと。 

 

１１ 協定の締結 

市と指定管理者は，業務を実施するうえで必要となる事項について協議を行い，これに

基づき指定期間全体の基本協定を締結するものとする。また，会計年度ごとの指定管理業

務の実施に係る年度協定を締結するものとする。 

 

１２ 指定管理者の賠償責任 

指定管理者は，文化会館の管理業務の履行に当たり，指定管理者の責めに帰すべき事由

により市又は第三者に損害を与えた場合は，その損害を賠償しなければならない。 

 

１３ 指定管理業務に係る経費 

市が支払う指定管理料の金額，支払時期及び支払方法は，市と指定管理者の協議により

決定し，会計年度ごとに協定で定めるものとする。なお，指定管理料は，各年度の実績報

告に基づき精算するものとする。 

 

１４ 原状回復義務等 

（１）指定管理者は，施設等を変更しようとするときは，あらかじめ市と協議すること。ま

た，指定管理者の指定期間が満了したとき，又は指定を取り消されたときは，市の指

示するところにより，その管理を行わなくなった施設等を原状に回復するものとする。 

（２）指定管理者は，指定管理者の責めに帰すべき事由により，施設等を毀損，損傷又は亡

失したときは，市の指示するところにより原状に復し，又は損害を賠償するものとす
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る。 

 

１５ 物品の帰属 

指定管理者が指定管理料で購入した消耗品及び物品は，原則として市の所有に属するも

のとする。ただし，これにより難い場合には，あらかじめ指定管理者は市の承認を得なけ

ればならない。なお，指定管理者は，市の所有物となった消耗品及び物品については，市

財務規則に基づいて管理を行うものとする。 

 

１６ 帳簿書類の保存年限 

指定管理者として作成した帳簿書類及びその他の書類は，市の規則等に準じて保存する

ものとする。 

 

１７ 状況報告，現地調査及びモニタリングの実施 

（１）市は，管理運営業務の状況等について，指定管理者に報告を求めることができる。

また，必要に応じて現地調査を行うことができる。 

（２）市は，指定管理者が行う業務の実施状況を把握し，良好な管理状況を確認するため

に，毎年１回モニタリングを実施する。モニタリングの結果，指定管理者の業務が要

求水準を維持していないと判断した場合，市は業務の改善等について必要な指示を行

うものとする。 

 

１８ 管理運営業務を実施するに当たっての留意事項 

管理運営業務を実施するに当たっては，次に掲げる事項に留意し，円滑かつ効率的に実

施すること。 

（１）文化会館が公の施設であることを常に念頭に置き，公平な運営を行うとこととし，特

定の利用者に有利若しくは不利になる運営を行わないこと。 

（２）指定管理者が文化会館の管理運営に係る規程等を作成する場合は，事前に市と協議す

ること。 

（３）会計年度ごとの指定管理料の金額は，市議会における予算の議決を経て決定されるこ

とから，市と指定管理者の協議の結果に関わらず，金額が変更となる場合がある。 

 

１９ 指定の取消し 

指定管理者が行う管理運営の適性を期すため，次に掲げる事由に該当する場合には，地

方自治法第２４４条の２第１１項の規定により，指定管理者の指定を取消し，又は期間を

定めて管理運営の全部若しくは一部の停止を命ずる場合がある。 

（１）指定管理者が，市の行う報告の要求，現地調査又は必要な指示に従わないとき。 

（２）指定管理者による管理を継続することが，適当でないと市が認めるとき。 

 

２０ 業務の引継ぎ 

（１）指定管理者は，市及び現在の指定管理者と協議し，指定期間の開始日前から業務の引

継ぎを受けること。 
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（２）指定管理者は，指定期間が終了したとき，又は指定が取り消されたときは，業務の円

滑な引継ぎについて市及び次期指定管理者に対して協力するとともに，業務に関する

調整，必要な書類及びデータの提供を行うこと。 

 

２１ 協議 

この仕様書に定めがない事項又は疑義が生じた場合は，市と指定管理者の間で協議によ

り決定するものとする。 


